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５－２ 全機関輸送トン数（軽貨物車を除く）の推計 

 

（１）全機関輸送トン数推計の考え方 

 

①品目別全機関輸送トン数（廃棄物を除く） 

全機関輸送トン数（廃棄物を除く）の推計は、将来ＧＤＰを基に品目別生産額、輸入額を設定

し、これに品目別の貨物輸送原単位（貨物輸送トン数／(生産額＋輸入額)）を乗じて推計した。 

ただし、廃棄物は、「生産→貨物輸送」という流れでは貨物輸送が発生しないため、廃棄物に

関する品目の設定は困難であり、②のように別途推計した。 

品目別生産額、輸入額

貨物原単位モデル

品目別全機関輸送トン数

将来ＧＤＰ

図 廃棄物を除く全機関輸送トン数推計の考え方 

 

②廃棄物輸送トン数 

廃棄物輸送量は、経済活動全般の結果として発生するものと考え、第二次産業生産額を説明変

数として推計した。 

 

第二次産業生産額

廃棄物輸送トン数

廃棄物輸送トン数推計モデル

 
 

図 廃棄物輸送トン数推計の考え方 
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（２）貨物輸送原単位モデル及び廃棄物輸送トン数モデルの検討 

 

① 推計モデルの考え方 

ａ）貨物輸送原単位モデル（廃棄物を除く品目） 

廃棄物を除く品目では、貨物輸送原単位（輸送トン数/（生産額＋輸入額））をトレンドで推計

し、将来の品目別の「生産額＋輸入額」に乗じて全機関輸送トン数を推計した。 

貨物原単位は1980年から1995年のトレンドで推計した。 

【モデル式】 

TVY iiii ⋅+= βα/  
iY ：品目ｉの全機関輸送トン数 
iV ：品目ｉの生産額及び輸入額 
Ｔ ：西暦年（1980 年～1995 年） 

α、β：パラメータ 

ｂ）廃棄物輸送トン数モデル 

廃棄物輸送トン数は第二次産業生産額を説明変数する回帰式を構築し、将来の第二次産業生産

額により推計した。 

【モデル式】 
2VY ⋅+= βα  

Y ：廃棄物輸送トン数 
2V ：第二次産業の生産額 
α、β：パラメータ 

 

② 品目区分 

全機関輸送トン数の品目区分は、国民経済計算年報の品目（部門）と陸運統計要覧の品目が対応

する以下の品目区分とした。 

 

表 推計モデルの品目区分 

１．農林水産品 

２．鉱産品 

３．金属、金属製品 

４．機械 

５．窯業・土石製品 

６．石油・石油製品 

７．化学工業品 

８．軽工業品 

貨物輸送原単位モデルに

おける品目区分 

９．雑工業品 

廃棄物輸送トン数モデル

における品目区分 
廃棄物 
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参考：品目区分対応表 

注：８．軽工業品に含まれるパルプ・紙、繊維、食料品は国民経済計算年報と陸運統計要覧で対応するが、貨物車輸
送トンキロ推計で用いる道路交通センサスとの対応から品目を統合し軽工業品とした。 
また、他にも「３．金属・金属製品、４．機械」は道路交通センサスでは金属・機械工業品、「５．窯業・土石製品、６．石
油・石油製品、７．化学工業品」は道路交通センサスでは化学工業品であるが、これらの品目の貨物輸送原単位は
大きく異なるため、道路交通センサスの品目区分への統合は行わなかった。 

  

自動車 鉄道・海運
穀物 穀物
野菜、果物 野菜・果物
その他の農産品 その他の農産品
水産品 水産品
畜産品 畜産品
木材 木材
薪炭 薪炭
砂利・砂・土・石材 砂利・砂・土・石材
金属鉱 金属鉱
石炭 石炭
工業用非金属鉱物 工業用非金属鉱物
鉄鋼
非鉄金属

金属製品 金属製品 金属製品
一般機械
電気機械
輸送機械
精密機械

セメント セメント

揮発油
その他石油及び石油製品

コークスその他石炭製品 コークスその他石炭製品
化学薬品 化学薬品
化学肥料 化学肥料
染料・塗料・その他化学薬品染料・塗料・その他化学薬品

パルプ・紙 紙・パルプ 紙・パルプ
繊維 繊維工業品 繊維工業品
食料品 食料工業品 食料工業品

ゴム製品・木製品 ゴム製品・木製品

日用品 日用品

動植物性飼・肥料
輸送用容器類
取り合わせ品
分類不能のもの 分類不能のもの 分類不能のもの

廃棄物 - 廃棄物 - 特種品

８．軽工業品

３．金属・金属製品

４．機械

９．雑工業品

６．石油・石油製品

７．化学工業品

国民経済計算年報 陸運統計要覧

その他窯業品

化学工業品

農水産品

鉱産品

１．農林水産品

２．鉱産品

５．窯業・土石製品

全機関輸送トン数推
計の品目区分

機械 機械

金属くず

石油・石油製品

化学工業品

石油製品

窯業・土石製品

軽工業品

雑工業品

特殊品
その他製造業

特種品

品目区分

農水産品

林産品

鉱産品

その他窯業品

金属・機械工業品

道路交通センサス

一次金属 金属
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③使用データ 

 

貨物輸送原単位モデル及び廃棄物輸送トン数モデルは、次のデータを用いて検討した。 

貨物輸送原単位モデルの検討に用いる品目別生産額、品目別輸入額、品目別全機関輸送トン数の

うち、品目別生産額及び品目別全機関輸送トン数は1980年から1998年まで入手可能であるが、品

目別輸入額は1995年までしかデータが入手できない。このため貨物輸送原単位モデルは1980年～

1995年のデータを用いて検討した。 

廃棄物輸送トン数モデルは、1980 年から 1998 年の廃棄物輸送トン数及び第二次産業生産額を用

いて検討した。 

全機関輸送トン数データの出典である陸運統計要覧では、廃棄物輸送トン数は、貨物車は利用可

能であるが貨物車以外のデータは無い為、貨物車による輸送トン数のみを推計に用いた。 

 

表 使用データ 
項 目 出 典 使用年次 備 考 

品目別生産額 国民経済計算年報 1980 年～1998 年   
第二次産業生産額 国民経済計算年報 1980 年～1998 年 品目別生産額のうち第二次産業注に

対応する品目の生産額を合計して設
定した。 

品目別輸入額 産業連関表 1980 年～1995 年 産業連関表の輸入額（五年毎）を年
次補完して使用 

品目別全機関輸送トン
数 

陸運統計要覧 1980 年～1998 年 ただし、廃棄物は貨物車の輸送トン
数データのみ 

品目別貨物輸送原単位 国民経済計算年報
産業連関表 
陸運統計要覧 

1980 年～1995 年 品目別に貨物輸送トン数を「生産額
＋輸入額」で除して設定 

注：第二次産業生産額は、鉱産品、金属・金属製品、機械、窯業・土石製品、石油・石油製品、化学工業品、
軽工業品、雑工業品、建設業の生産額を加えたものである。 
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【全機関輸送トン数推計の使用データ】 

 



 84

④モデルの検討結果 

 

ａ）貨物輸送原単位モデル（廃棄物を除く品目） 

 

貨物輸送原単位モデルは、1980年～1995年のデータを用いたトレンドモデルで推計した。 

ただし、2.鉱産品、5.窯業・土石製品の過去の推移は変動が大きく、一定の傾向が把握でき

ないため1995年現況値に固定した。 

また、価格低下の影響で貨物輸送原単位が増加していると考えられる6.石油・石油製品も長

期の価格動向の想定が困難と判断し、1995年現況値に固定した。 

 

表 貨物輸送原単位モデル（廃棄物を除く）の検討結果 

  推計モデル 備考 
1.農林水産品 1980 年から1995 年のトレンドモデ

ルで推計 
 

2.鉱産品 1995 年現況値に固定 過去の推移は変動が大きく、一
定の傾向が把握できない 

3.金属、金属製
品 

1980 年から1995 年のトレンドモデ
ルで推計 

 

4.機 械 1980 年から1995 年のトレンドモデ
ルで推計 

 

5.窯業・土石製品 1995 年現況値に固定 過去の推移は変動が大きく、一
定の傾向が把握できない 

6.石油・石油製品 1995 年現況値に固定 過去の増加は価格低下の影響
と考えられる。長期の価格動向
の想定は困難と判断した 

7.化学製品 1980 年から1995 年のトレンドモデ
ルで推計 

 

8.軽工業品 1980 年から1995 年のトレンドモデ
ルで推計 

 

貨物輸送原単位
モデル（廃棄物を
除く） 

9.雑工業品 1980 年から1995 年のトレンドモデ
ルで推計 
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【貨物輸送原単位モデル】 

貨物輸送原単位のトレンドモデルは、次の４つのタイプで検討し、決定係数（Ｒ２）やｔ値な

どから最も精度の高いモデルを選定した。 

 

直線回帰型 ： (Ｙi/Ｖi) ＝ α ＋ β  (Ｔ) 
対数回帰型 ：  (Ｙi/Ｖi) ＝ α ＋ βln(Ｔ) 
指数回帰型 ：ln(Ｙi/Ｖi) ＝ α ＋ β  (Ｔ) 
両対数回帰型：ln(Ｙi/Ｖi) ＝ α ＋ βln(Ｔ) 
Ｙi：ｉ品目の貨物輸送トン数（千トン／年） 
Ｖi：ｉ品目の生産額+輸入額（10 億円,H2 価格基準） 
Ｔ ：西暦年（1980～1995 年） 

 

ｂ）廃棄物輸送トン数モデル 

 

廃棄物輸送トン数は産業活動全般の傾向を反映している。廃棄物輸送トン数モデルは第二次産業

生産額を説明変数として1987年から1998年のデータを用いて推定した。 

 

【廃棄物輸送トン数推計モデル】 
Y = α + β(Ｖ２) 
Ｙ：廃棄物輸送トン数（千トン/年） 
Ｖ２：第２次産業生産額（10 億円,1990 年価格） 

 α β R２ 
パラメータ 
（ｔ値） 

608790 
(2.66) 

0.681593 
（1.28） 

0.14 
 

 

 

α β R
2

α β R
2

α β R
2

α β R
2

563.7 -0.275 4167.2 -546.4 33.411 -0.015 234.97 -30.56
7.705 -7.466 7.512 -7.481 8.359 -7.643 7.752 -7.658
-3305.2 1.871 -27803.3 3715.3 -2.868 0.004 -61.437 8.882
-1.189 1.338 -1.317 1.337 -0.424 1.313 -1.195 1.312
250.5 -0.122 1854.3 -243.2 35.130 -0.017 253.67 -33.14
8.468 -8.220 8.254 -8.221 8.814 -8.314 8.380 -8.314
198.7 -0.098 1488.2 -195.5 62.288 -0.031 465.60 -61.16
10.397 -10.232 10.270 -10.248 11.580 -11.369 11.411 -11.383
470.6 -0.205 3168.4 -408.8 10.607 -0.003 53.45 -6.49
0.553 -0.479 0.490 -0.481 0.768 -0.468 0.510 -0.470
-795.9 0.413 -6205.0 820.3 -30.115 0.017 -249.73 33.30
-4.954 5.107 -5.083 5.103 -4.473 4.948 -4.882 4.944
458.3 -0.227 3430.2 -450.6 60.186 -0.029 443.72 -58.16
12.346 -12.138 12.185 -12.157 13.435 -12.981 13.053 -12.994
-89.9 0.049 -735.6 97.9 -10.078 0.006 -90.21 12.15
-2.439 2.657 -2.626 2.655 -2.173 2.622 -2.560 2.619
355.5 -0.171 2596.5 -339.8 23.519 -0.010 160.46 -20.76
4.745 -4.532 4.568 -4.540 5.122 -4.519 4.606 -4.527

は、推計に採用したモデル

1.農林水産品

2.鉱産品

3.金属・金属製品

4.機　　械

5.窯業・土石製品

6.石油・石油製品

7.化学工業品

8.軽工業品

9.雑工業品

0.799

0.113

0.828

0.882

0.016

0.651

0.913

0.335

0.595

①　線　形 ②　対　数 ③　指　数 ④　両　対　数

0.800

0.113

0.828

0.882

0.016

0.650

0.913

0.335

0.595

0.807

0.110

0.832

0.902

0.015

0.636

0.923

0.329

0.593

0.807

0.109

0.832

0.902

0.016

0.636

0.923

0.329

0.594

現況値に固定

現況値に固定

現況値に固定
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（３）品目別全機関輸送トン数（軽貨物車を除く）の推計結果 

 

① 推計のための将来想定 

 

ａ）将来ＧＤＰ 

将来ＧＤＰは第３章で設定した値を用いた。 

 

ｂ）品目別生産額 

品目別生産額は、トレンドモデルより設定した。 

品目別生産額はトレンドモデルにより推計した。全品目生産額は、全品目生産額の対ＧＤＰ

比率を用い、別途コントロール値として与えた。 

 

表 品目別生産額の推計方法 
品 目 設定方法 備 考 

１.農林水産品 トレンドモデルで推計 1985 年から1998 年の傾向を反映 
2030 年以降は 2020 年値に固定注２ 

２.鉱産品 トレンドモデルで推計 1985 年から1998 年の傾向を反映 
３.金属・金属製品 トレンドモデルで推計 1985 年から1998 年の傾向を反映 
４.機械 トレンドモデルで推計 1990 年から1998 年の傾向を反映 
５.窯業・土石製品 トレンドモデルで推計 1985 年から1998 年の傾向を反映 
６.石油・石油製品 トレンドモデルで推計 1985 年から1998 年の傾向を反映 
７.化学工業品 トレンドモデルで推計 1985 年から1998 年の傾向を反映 
８.軽工業品 トレンドモデルで推計 1985 年から1998 年の傾向を反映 

2030 年以降は 2020 年値に固定注２ 
９.雑工業品 トレンドモデルで推計 1985 年から1998 年の傾向を反映 

2030 年以降は 2020 年値に固定注２ 

その他の産業注３ 

（建設業、電器・ガス・
水道業、卸売業・小売
業、金融・保険業、不

動産業、サービス業） 

トレンドモデルで推計 その他産業に含まれる建設業、電器・ガス・水道
業、卸売業・小売業、金融・保険業、不動産業、サ
ービス業別に1985 年から1998 年の傾向を反映 
これらの品目は廃棄物を除く品目の貨物輸送トン
数の推計に用いない。ただし、建設業の生産額
は、廃棄物貨物輸送に用いる第二次産業生産額
には含まれる 

注１：全品目生産額は1998年現況の全産業生産額の対ＧＤＰ比率（全産業生産額/ＧＤＰ＝1.99）を用いて設定した。 
注２：トレンドモデルを用いた推計では生活関連品目（１農林水産品、８.軽工業品、９.雑工業品）の生産額は大きく低下す
る。これらの品目は必需品であることや 2025 年以降のＧＤＰ設定が独自設定になることから判断し、生活関連品目
（１農林水産品、８.軽工業品、９.雑工業品）の 2030 年以降は 2020 年値に固定し、その他の品目の生産額は残りを
按分して品目別生産額を設定した。 
注３：建設業、電器・ガス・水道業、卸売業・小売業、金融・保険業、不動産業、サービス業であり、それぞれトレンドモデルで推
計した。 
注４：第二次産業生産額は上記2～6までの合計に建設業の生産額を加えたもの 
 
 

ｃ）第二次産業生産額 

第二次産業に対応する品目は、2.鉱産品、3.金属・金属製品、4.機械、5.窯業・土石製品、6.

石油・石油製品、7.化学工業品、8.軽工業品、9.雑工業品、及び建設業（上記表ではその他産業

に含まれる）である。 

品目別に推計された品目別生産額のうち、第二次産業に含まれる品目の生産額を集計して第二

次産業生産額を設定した。 
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ｄ）将来の品目別輸入額 

 

品目別輸入額は、トレンドモデルや「長期輸送需要予測に関する調査報告書（平成13年 3月）」

の国際貨物予測モデルを用いて推計した。 

 

表 品目別輸入額の推計方法 
品目区分 推計方法 備   考 
１.農林水産品 トレンドモデルで推計 1990 年から1995 年のトレンドで推計 

2030 年以降は 2020 年値に固定注2 
２.鉱産品 トレンドモデルで推計 石炭は 2010 年をエネルギー見通し注３で推計し、

2020 年以降は 1995 年実績値と2010 年推計値と
の伸び率で推計 
石灰石は 1995 年現況値に固定、その他は 1990
年から1995 年のトレンドで推計 

３.金属・金属製品 「長期輸送需要予測に関する調査報
告書」注４の国際貨物予測モデルで推
計 

2010年はモデルで推計し、2020年以降は1995年
実績値と2010 年推計値との伸び率で推計 

４.機械 「長期輸送需要予測に関する調査報
告書」注４の国際貨物予測モデルで推
計 

2010年はモデルで推計し、2020年以降は1995年
実績値と2010 年推計値との伸び率で設定 

５.窯業・土石製品 トレンドモデルで推計 1985 年から1998 年のトレンドで推計 
６.石油・石油製品 トレンドモデルで推計 重油、揮発油、その他揮発油、石炭製品の 2010

年はｴﾈﾙｷﾞｰ見通し注３で推計し、2020 年以降は
1995年実績値と2010年推計値との伸び率で推計 
その他石油製品は 1985 年から1995 年のトレンド
で推計 

７.化学工業品 「長期輸送需要予測に関する調査報
告書」注４の国際貨物予測モデルやトレ
ンドモデルで推計 

動植物性油脂、その他の化学工業品は1985年か
ら1998 年のトレンドで推計 
その他は国際貨物予測モデルで 2010 年を推計
し、2020年以降は1995年実績値と2010 年値との
伸び率で設定 

８.軽工業品 「長期輸送需要予測に関する調査報
告書」注４の国際貨物予測モデルやトレ
ンドモデルで推計 

食料工業品は 1990 年から1995 年のトレンドで推
計 
その他は国際貨物予測モデルで 2010 年を推計
し、2020年以降は1995年実績値と2010 年値との
伸び率で設定 
2030 年以降は 2020 年値に固定注2 

９.雑工業品 「長期輸送需要予測に関する調査報
告書」注４の国際貨物予測モデルやトレ
ンドモデルで推計 

動植物性飼料は 1990 年から1995 年のトレンドで
推計 
その他は国際貨物予測モデルで 2010 年を推計
し、2020年以降は1995年実績値と2010 年値との
伸び率で設定 
2030 年以降は 2020 年値に固定注2 

注１：2010年の全品目輸入額は1995年から４％成長で設定（運政審における経済企画庁（当時）ヒアリングより） 
2020 年以降は、1995年から2010年の全品目輸入額の対GDP弾性値より設定した。 

注２：トレンドを用いた推計では生活関連品目（１農林水産品、８軽工業品、９雑工業品）の輸入額は大きく低下する。これ
らの品目は必需品であることや 2025 年以降のＧＤＰ設定が独自設定になることから判断し、生活関連品目（１農林
水産品、８軽工業品、９雑工業品）の 2030 年以降は 2020 年値に固定し、その他の品目の輸入額は残りを按分して
品目別輸入額を設定した。 
注３：「総合エネルギー調査会需給部会中間報告（平成10年６月）」 
注４：「長期輸送需要予測に関する調査報告書（平成13年3月）」（財団法人運輸政策研究機構） 
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ｅ）品目別の生産額、輸入額の推計結果 

 

品目別生産額及び品目別輸入額の検討の結果、品目別生産額、輸入額及び第二次産業生産額は

次のように推計された。 

 

【品目別生産額＋輸入額（平成２年価格基準）】 

 

表 品目別生産額＋輸入額の推計結果 

 

【第二次産業生産額（平成２年価格基準）】 

表 第二次産業生産額の推計結果 
（10億円）

1980年 1985年 1990年 1995年 1998年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年
第二次産業生産額 295,307 337,939 430,987 440,964 439,906 487,033 545,738 591,140 619,365 659,234

実績値 推計値

（10億円）

1980年 1985年 1990年 1995年 1998年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年
1.農林水産品 21,786 23,344 24,642 23,801 22,794 23,848 25,153 25,153 25,153 25,153
2.鉱産品 4,584 4,019 4,562 4,314 4,036 3,536 2,890 1,910 1,179 717
3.金属・金属製品 49,283 48,564 55,102 57,619 54,790 55,078 55,503 51,399 44,917 39,262
4.機械 71,637 101,256 146,469 161,645 180,197 243,832 328,158 405,318 470,086 538,844
5.窯業品 8,503 8,805 10,458 10,293 9,614 9,198 8,898 7,801 6,367 5,120
6.石油・石炭製品 13,887 13,699 12,983 13,670 14,622 13,181 11,674 9,376 7,053 5,290
7.化学工業品 17,939 22,855 28,937 31,605 32,062 36,393 39,706 38,704 34,916 30,954
8.軽工業品 44,943 51,039 54,575 55,456 54,017 50,029 47,193 47,193 47,193 47,193
9.雑工業品 32,275 39,084 52,296 51,484 50,282 50,388 49,853 49,853 49,853 49,853
合計 264,838 312,665 390,024 409,887 422,415 485,482 569,028 636,707 686,717 742,386

実績値 将来値
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参考：輸入額設定に用いた運政審の国際貨物需要予測モデル 

（長期輸送需要予測に関する調査 報告書（財団法人 運輸政策研究機構）より抜粋） 
 
（1） 基本的考え方及び予測フロー 
国際海運貨物需要予測モデルは、国際経済指標を主な入力変数として、輸出入港湾貨物取扱量
を予測するモデルである。モデルの全体構成を図Ⅲ.1.3.5に示す。54品目を対象に予測を行うこ
ととし、輸出入品目によって競争型モデル(29品目)と非競争型モデル(25品目)という 2つのタイ
プのモデルを適用することとした（表Ⅲ.1.3.8）。 

 
＜競争型モデル＞ ＜非競争型モデル＞

生産品価格予測サブモデル トレンド、シナリオによる
ミクロ予測モデル

交易係数予測サブモデル

輸出入量予測サブモデル

輸出入量

輸出入コンテナ貨物量

外貿コンテナ貨物量

重量金額
換算率

航空貨物

コンテナ比率

トランシップ比率

 
図Ⅲ.1.3.5 国際海運貨物需要予測モデルの全体構成 

 
非競争型モデルは、簡便なトレンドモデルで、国際的に競争性の低い状態にある品目に適用す
る。 
競争型モデルは、①生産品価格予測、②交易係数予測、③輸出入量予測の 3つのサブモデルよ
り構成される。競争型モデルの地域区分は以下のとおりである。 

 
＜地域区分＞ 

国 内 日本全国 

海 外 １．米国、２．韓国、３．台湾、４．中国、５．タイ、６．シンガポール、 

７．フィリピン、８．マレーシア、９．インドネシア、10．英国、 

11．仏国、12．独国 

＜産業連関表＞ 

13地域×38産業分類（うち製造業は 25産業） 
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表Ⅲ.1.3.8 予測モデルと対象品目 

大分類 中分類 小分類(54品種)モデル 産業連関表38業種ベース(９品目) (18品目) ｢港湾統計｣品種分類

11 米 穀 類 01 麦 01 米
02 米、雑穀、豆 02 その他農産品

12 水 産 品 08 水産品 05 漁業

１ 農 水 産 品 13 そ の 他 03 野菜、果物 02 その他農産品
04 綿花
05 その他畜産品

20 羊毛 03 家畜

非 31 その他畜産品 08 肉・肉製品

競 32 林 産 品 09 原木 04 林業
２ 林 産 品 10 樹脂類

争 11 その他木材
12 薪炭

型
33 石 炭 13 石炭 07 その他鉱業

34 砂・砂利 16 砂利、砂、石材等

41 原 油 17 原油 06 原油及び天然ガス
３ 鉱 産 品

42 そ の 他 14 鉄鉱石 07 その他鉱業
15 その他金属鉱
18 りん鉱石
19 石灰石
20 減塩
21 その他非金属鉱物

51 金 属 類 22 鉄鋼 23 鉄鋼
23 非鉄金属 24 非鉄金属
24 金属製品 25 金属製品

４ 金属機械工業品 52 そ の 他 25 輸送機械 29 自動車
30 船舶
31 その他輸送機械

53 その他機械 26 産業機械
27 電気機械
28 その他一般機械

競 60 石 油 類 31 重油 20 石油及び石炭製品
32 石油製品

セメント 28 セメント 22 窯業品

争 70 そ の 他 27 陶磁器
29 ガラス類

５ 化 学 工 業 品 30 その他窯業品

80 コークス 20 石油及び石炭製品
型 その他石炭製品

90 化学薬品 17 化学薬品

36 化学肥料 18 化学肥料

37 その他化学工業 19 染料、塗料、合成樹脂、
その他化学工業

軽工業品 38 紙・パルプ 15 紙・パルプ

39 糸及び紡績半製品 10 糸及び紡績半製品
６ 軽 工 業 品

40 その他繊維工業品 11 その他の繊維工業品

41 砂糖 09 他の食料工業品及びた
42 その他食料工業品 ばこ

雑工業品 43 がん具 32 がん具、日用品
44 日用品

７ 雑 工 業 品 45 ゴム製品 21 ゴム製品

46 木製品 14 木製品

47 その他製造工業80 33 他に分類されない製造
13 皮革製品

特 殊 品 48 金属くず 12 毛皮
49 くずもの
50 動植物性製造飼肥料

非 ８ 特 殊 品 51 廃棄物
競 52 輸送容器
争 53 取合せ品
型
９ 分類不能のもの 分類不能 54 分類不能のもの
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非競争型モデル 
輸出海運貨物量は、各品目とも 1987～1996年のわが国の輸出港湾取扱貨物量の平均値をもっ
て予測値とする。輸入海運貨物量は、1987～1996年の我が国の輸入港湾取扱貨物量をソースと
して表Ⅲ.1.3.9に示す手法を用いて予測した。 

表Ⅲ.1.3.9  予測手法（非競争型モデル、輸入） 
 品 目 予測方法 
１ 麦 1987年～1996年平均伸び率（1.82％）とする 

２ 
米・雑穀・
豆 

1987年～1996年の平均値とする 

３ 
野 菜 、果
物 

民間最終消費支出との相関式により推計 y=0.0332×-3839(R=0.875,t=5.11,×:民間
最終消費支出(10億円)) 

４ 綿花 1987年～1996年の平均値とする 

５ 
その他農
産品 

民間最終消費支出との相関式により推計 y=0.0129×-813(R=0.934,t=7.41,×:民間最
終消費支出(10億円)) 

６ 羊毛 1987年～1996年の平均値とする 

７ 
その他産
品 

民間最終消費支出との相関式により推計 y=0.0290×-4202(R=0.921,t=6.67,×:民間
最終消費支出(10億円)) 

８ 水産品 
民間最終消費支出との相関式により推計 y=0.0303×-4201(R=0.960,t=9.66,×:民間
最終消費支出(10億円)) 

９ 原木 
住宅着工数との相関式により推計 y=17.05×+11632(R=0.658,t=2.47,×:新設住宅着
工戸数(戸)) 

10 樹脂類 1987年～1996年平均伸び率（1.64％）とする 

11 
その他木
材 

紙パルプ出荷量との相関式により推計 y=1.607×-21138(R=0.964,t=10.25,×:紙パル
プ出荷量(百万円)) 

12 薪炭 1996年の実績程度とする 

13 石炭 
長期ｴﾈﾙｷﾞｰ受給見通しの設定伸び率（基準ケースと対策ケースの中間値：2010 年度
/1996年度 1.022） 

14 鉄鉱石 鉄鉱石輸入量/粗鋼生産量の比を用いて設定 

15 
その他金
属鉱 

1996年の実績程度とする 

16 
砂利、砂、
石材等 

総固定資形成との相関式により推計 y=0.0555×-3744(R=0.606,t=2.16,×:総固定資
産形成(10億円)) 

17 原油 
長期ｴﾈﾙｷﾞｰ需給見通しの設定伸び率（基準ケースと対策ケースの中間値：2010 年度
/1996年度 0.986） 

18 りん鉱石 1996年の実績程度とする 
19 石灰石 1996年の実績程度とする 

20 原塩 
時系列トレンドとの相関式により推計 y=164.8×-8780(R=0.878,t=5.18,×:西暦年
-1900) 

21 
その他非
金属鉱物 

総固定資形成との相関式により推計 y=0.115×-5510(R=0.907,t=6.11,×:総固定資産
形成(10億円)) 

51 廃棄物 1987年～1996年の平均値とする 

52 
輸送用容
器 

1996年の実績程度とする 

53 取合せ品 
時系列トレンドとの相関式により推計 y=200.6×-15713(R=0.820,t=4.05,×:西暦年
-1900) 

54 分類不媒 1987年～1996年の平均値 
ｙ：海運貨物量（千トン）、経済指標は平成２年価格 
長期エネルギー需給見通し：総合エネルギー調査会需給部会中間報告（平成10年６月） 
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（2） 競争型モデル 
1）モデルの全体構成 
モデルの全体構成を図Ⅲ.1.3.6に示す。 
 
① 生産品価格予測サブモデル 

● 地域別、品目別の将来の生産品価格を予測するモデルであり、名目賃金で表現され

る労働コストと資本サービスの単位価格で表現される資本コストを算出し、生産関

数を用いて品目別の生産コスト率を算出する。 

● 財の生産コストは、直接投入される労働コストや資本コストに加え中間財の投入コ

ストの積み上げにより構成されるため、中間財のコスト変化を産業連関表を用いて

生産品価格に組み込む。中間財は自国に加え他国からも調達されることから、交易

係数予測サブモデルで予測される交易係数の変化で表される中間財の調達先の変化

を産業連関表データに反映させる。 

 

② 交易係数予測サブモデル 

● 交易係数を、ある個人・企業がある品目についてある特定の国のものを選択する確

率と捉え、その選択行動をランダム効用理論にもとづく効用最大行動としてモデル

化する。 

●交易係数の説明変数として、国際市場での生産品価格、１期前の交易係数及び輸入

国のGDP成長率（実質）を採用する。 
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生産品価格の変化

技術進歩

労働、資本の投入量の決定

生産に必要な労働コスト、資本コストの変化

生
産
関
数

中間財としてどの国から調
達するか（調達構造）

Ａ国のａ財の生産品価格(ドル) Ｂ国ａ財の生産品価格(ドル) Ｃ国ａ財の生産品価格(ドル)

為替レート

一期前の自給率、輸入率実質ＧＤＰ成長率

今期のＡ国のａ財の交易係数（自給率、輸入率）を予測

Ａ国のａ財の交易係数

Ｂ国のａ財の交易係数

Ｃ国のａ財の交易係数

Ａ国のａ財の生産額、輸出額、輸入額を予測

航空比率予測式

貿易額／貨物量原単位予測式

Ａ国のａ財の港湾の輸出額、輸入額を予測

失業率関数
賃金関数

賃金の変化
[労働ブロック]

資本コスト
定義式

資本コストの変化
[資本ブロック]

[技術選択ブロック]

[生産品価格ブロック]

＜交易係数予測サブモデル：Ａ国のａ財の自給率、輸入率（価格ベース）を予測＞

Ａ国のａ財の需要額

Ｂ国のａ財の需要額

Ｃ国のａ財の需要額

[輸出入量ブロック]

[輸出入額ブロック]

＜輸出入量サブモデル：Ａ国のａ財の輸出量、輸入量を予測＞

実質ＧＤＰ成長率

実質ＧＤＰ成長率

実質ＧＤＰ成長率

＜生産品価格予測サブモデル：Ａ国のａ財の生産品価格を予測＞

中間財ｂの生産に必要な
労働コスト、資本コスト

産
業
連
関
分
析

中
間
財
調
達
構
造
変
換
式

中間財としてどの財をどの
程度使うか（投入構造）

うちＡ国からの調達額
Ａ国のａ財の需要額

自給率＝
うちＢ国(Ｃ国)からの調達額
Ａ国のａ財の需要額

輸入率＝

産
業
連
関
分
析

交
易
係
数
関
数

注）　　　　は外生変数、点線矢印は一期ラグを示す

 
図Ⅲ.1.3.6  国際貨物量予測モデルの全体構成 
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②品目別全機関輸送トン数（軽貨物車を除く）の推計結果 

 

品目別生産額及び品目別輸入額推計値と、全機関貨物輸送原単位モデル及び廃棄物輸送トン数モ

デルの検討結果から、全機関輸送トン数は次のように推計された。 

 

ａ）品目別貨物輸送原単位（廃棄物を除く）の推計結果 

表 品目別貨物原単位の推計結果 

 

ｂ）品目別全機関輸送トン数（軽貨物車を除く）の推計結果 

 

表 品目別全機関輸送トン数（軽貨物車を除く）の推計結果 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 品目別全機関輸送トン数（軽貨物車を除く）の推計結果 

（単位：10ｋｇ/万円）

1980年 1985年 1990年 1995年 1998年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年
1.農林水産品 20.7 17.8 16.0 16.3 15.7 13.1 11.4 9.9 8.6 7.6
2.鉱産品 429.1 380.7 451.7 449.6 467.9 449.6 449.6 449.6 449.6 449.6
3.金属・金属製品 7.9 7.4 7.5 6.4 6.1 5.0 4.2 3.6 3.0 2.6
4.機械 4.0 3.2 2.8 2.4 2.1 1.5 1.1 0.8 0.6 0.4
5.窯業・土石製品 67.9 58.4 62.8 62.5 56.8 62.5 62.5 62.5 62.5 62.5
6.石油・石炭製品 24.3 22.7 27.5 28.9 28.2 28.9 28.9 28.9 28.9 28.9
7.化学工業品 10.0 8.2 6.6 6.3 5.4 4.1 3.1 2.4 1.8 1.4
8.軽工業品 8.1 8.0 7.9 8.7 9.6 9.5 10.0 10.4 10.9 11.4
9.雑工業品 18.2 16.4 15.2 15.5 15.9 13.0 11.3 9.6 8.0 6.3
合計 19.4 15.0 14.6 13.7 12.8 9.9 7.4 5.4 4.0 3.0

実績値 推計値

0

1,000

2,000

3,000
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1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

廃棄物
1.農林水産品
2.鉱産品
3.金属・金属製品
4.機械
5.窯業・土石製品
6.石油・石炭製品

7.化学工業品
8.軽工業品
9.雑工業品

(百万トン/年）

（単位：百万トン/年）

1980年 1985年 1990年 1995年 1998年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年
1.農林水産品 452 415 395 389 359 314 287 249 217 190
2.鉱産品 1,967 1,530 2,061 1,939 1,889 1,590 1,299 859 530 322
3.金属・金属製品 391 358 411 370 332 275 235 185 137 101
4.機械 287 319 411 393 380 370 363 327 274 226
5.窯業・土石製品 577 514 657 643 546 575 556 487 398 320
6.石油・石炭製品 337 311 357 396 413 381 338 271 204 153
7.化学工業品 179 187 192 198 172 149 123 92 63 43
8.軽工業品 365 409 429 485 517 474 470 493 515 538
9.雑工業品 588 641 797 800 801 654 563 480 397 314
合計（廃棄物を除く） 5,141 4,686 5,710 5,612 5,407 4,783 4,235 3,442 2,736 2,208
廃棄物 840 913 924 877 848 879 919 950 969 997
合計（廃棄物を含む） 5,982 5,600 6,634 6,489 6,255 5,662 5,154 4,392 3,705 3,205

推計値実績値


